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1．原発のコスト
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100万ｋW, 基数

1年に2基の割合

⽇本の原⼦⼒開発の歴史



原⼦⼒開発をすすめた理由

l安全：原発は絶対に事故を起こさない → ×

l環境保全：原発は温暖化を引きおこさずクリーン → ×

l安価：原発は安い → ？？？

lエネルギー安全保障：原発がないとエネルギー供給がうまくい
かない → ？

6



エネルギー基本計画（2018）における原⼦⼒に関する記述
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lエネルギー基本計画（2014）とほとんど同じ記述

燃料投⼊量に対するエネルギー出⼒が圧倒的に⼤きく、数年にわ
たって国内保有燃料だけで⽣産が維持できる低炭素の準国産エネル
ギー源として、優れた安定供給性と効率性を有しており、運転コス
トが低廉で変動も少なく、運転時には温室効果ガスの排出も無いこ
とから、安全性の確保を⼤前提に、⻑期的なエネルギー需給構造の
安定性に寄与する重要なベースロード電源である。

Ø問題の多い記述がそのまま維持されている。



2030年の電源構成⽬標（⻑期エネルギー需給⾒通し）

8出所：経済産業省（2015）「⻑期エネルギー需給⾒通し」



9 9
出所：電気事業連合会「原⼦⼒コンセンサス2010」



国の試算
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lコスト等検討⼩委員会（2004）

• これ以前にも数年おきに試算しているが結論はほぼ同じ。

lコスト等検証委員会(2011, 2012)

• 原⼦⼒のコストの徹底検証
• 原⼦⼒のコストは安くない。

lコスト検証ワーキンググループ(2015)

• エネルギー基本計画を受けて計算
• 原発は、事故コストをいれても安い。
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原発のコスト＝発電コスト

資本費（建設費）
燃料費

運転・保守費

事故リスク対応費用
政策費用

原発事故費用

追加的安全対策
費用

技術開発費用

立地対策費用

＋社会的費用

バックエンド費用
（使用済核燃料の処理・処分、廃止措置）

原発特有
超長期・世代をまたぐ



エネルギー基本計画の基礎になっている経済性評価
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• コスト等検証ワーキ
ンググループが2015
年のエネルギー基本
計画策定前に試算。

• 2018年のエネルギー
基本計画策定時には
⾒直さなかった。

• ⾒直さなかった理由
は、前提条件が変わ
るからであろう。
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出所：発電コスト検証ワーキンググループ(2015)「⻑期エネルギー需給⾒通し⼩委員会に対する発電コスト等の検
証に関する報告」5⽉26⽇

資本費が⼩さ
い

追加的安全対
策費が⼩さい

事故対応費⽤
が⼩さい



現時点での福島原発事故の出費額
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項目 金額(億円)
損害賠償費用 賠償費用 7.9兆円

賠償対応費用 0.1兆円
原状回復費用 除染費用等 4.2兆円(*)

中間貯蔵施設 1.6兆円
除染廃棄物の最終処分 ？
帰還困難区域の除染 ？

事故収束廃止費用 「廃炉・汚染水対策」 8.0兆円
燃料デブリの処分 ？
国の対策 0.2兆円

行政による事故対応費用（除染を除く） 1.5兆円
合計 23.5兆円
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⾼台からみる1号機。この場所の放射線量は140μSv/h。
（2017年12⽉4⽇）
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18

⾼台からみる2、3号機。この場所の放射線量は140μSv/h。
（2017年12⽉4⽇）
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19

⾼台から⾒る3号機。上にみ
えるドーム状のものは、3号
機の使⽤済み核燃料プール
から使⽤済核燃料を取り出
すために設置されたクレー
ン等が⼊っている。
この場所の放射線量は
140μSv/h。

（2017年12⽉4⽇）
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20

3号機の側⾯。ガレキはそのままになっている。バスの中で220μSv/h。
(2017年12⽉4⽇）
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2018年8⽉10⽇、
⼤島堅⼀撮影
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2018年12⽉19⽇、
⼤島堅⼀撮影
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2018年12⽉19⽇、
⼤島堅⼀撮影



⾮公開のまま⾷⽤作物栽培、覆⼟無し⾷⽤作物栽培を開始

l⼤島の情報開⽰請求により判明

l飯舘村⻑泥地区（帰還困難区域）の実
証事業の⼀環

• 除染で⼤量の除去⼟壌が発⽣。
• 環境省は、除去⼟壌（放射性物質

で汚染された⼟壌）の利⽤を進め
ている。

l⾮公開の会合で⽅針決定、⾷⽤作物栽
培、覆⼟無し⾷⽤作物栽培を開始
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252018年8⽉10⽇、
⼤島堅⼀撮影

⼆本松市除去⼟壌仮置き場
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2018年8⽉10⽇、
⼤島堅⼀撮影

⼆本松市原セ地区
実証事業予定地



増⼤する原発コスト
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l原発事故コスト

• 事故後6年を経て、⼀層拡⼤。
• 賠償 →増⼤
• 事故炉処理・廃炉 （⻘天井）

l原発の発電コスト

• 安全対策費、建設費の⾼騰

l核燃料サイクルコスト

• 核燃料サイクルを継続することによって、さらに拡⼤
再処理費⽤ 1.3兆円増の13.9兆円に。

• ⾼速増殖炉→⾼速炉開発（泥沼）
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Exelon社副社⻑
アメリカでは新しい
原発は⾼コストが理
由で建設されない。

28S&P Global, Platts, 12 April 2018 (https://www.platts.com/latest-news/electric-power/washington/no-new-
nuclear-units-will-be-built-in-us-due-26938511)



⽇⽴の原発、イギリスから撤退
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⾼くなる原発コストを⽇本経済新聞も報じる
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『⽇本経済新聞』2019年1⽉17⽇
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17.9円/kWh

31
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既設の原発のコスト計算
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l政府のコスト検証ワーキンググループと同じ計算式
• 政府の計算方法には問題がある。（とくに事故費用）
• だが、今回計算方法は踏襲し、想定のみ変更を加える。

l新しい想定
• 追加的安全対策費用の増加（601億円→1基あたり2000～5000億円規模へ）
• 事故費用の増加（12.2兆円→21.5兆円）
• 運転期間の減少（多くの原発で数年にわたる停止→発電量の減少）
• 原発の燃料費・バックエンド費用：2001-10年の平均値
※ 既設の原発について試算するので、当初の建設費についてはそのままである。
（新規原発の建設費用の高騰は考慮していない）



原発のコストは超⻑期で不確実

｛（短期的）経済性
運転期間 廃炉

放射性廃棄物処分

被害補償・救済
除染
廃炉

運転終了後

過酷事故後　

超長期

34
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原発のコストを誰が⽀払うのか35



なぜ⾼い原発が維持できるのか？

1. 国の原⼦⼒優遇策
• 原⼦⼒技術開発への財政⽀出
• ⽴地⾃治体への交付⾦

2. 原発のコストを回収できる仕組み
• 総括原価⽅式の電気料⾦
→しかし、電⼒⾃由化で総括原価⽅式の電気料⾦は撤廃されることに。
→原発延命策（原発介護政策）

36



改めて費⽤負担原則を考える
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l応能原則

l応益原則

• 廃炉費⽤

l応因原則＝汚染者負担原則(PPP)

• 賠償費⽤
• 除染費⽤
• 放射性廃棄物処分費⽤



原発事故の費⽤を誰が払うのか

38

事故発生者＝汚染者＝加害者

→損害賠償責任
→事故収束・廃炉の責任

莫大な費用
超長期に及ぶ取り組み

自力で払いきれない
本来であれば破綻は避けられない



東京電力支援の考え方

39

機構は、原⼦⼒損害賠償のための資⾦が必要な原⼦⼒事業者
に対し援助(資⾦の交付、資本充実等）を⾏う。援助には上限
を設けず、必要があれば何度でも援助し、損害賠償、設備投
資等のために必要とする⾦額のすべてを援助できるようにし、
原⼦⼒事業者を債務超過にさせない。

「東京電力福島原子力発電事故に係る原子力損害の賠償に関する政府の支援の枠組みについ
て」（2011年6月14日、閣議決定）
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東京電力

原子力損害賠償支援機構

国民

損害賠償

資金援助

交付国債

電力料金

東電以外の原子力事業者

一般負担金

一般負担金、
特別負担金

電力料金

税

被害者

金融機関

政府

利息借入金 ｀返済

国庫納付

出所：『朝日新聞』他より作成。

2011年につくられた賠償費⽤負担の仕組み



電⼒⾃由化後の負担
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l第1段階：旧来の電⼒供給体制を前提とする⽅法

• 地域独占、総括原価⽅式の電気料⾦
→電気料⾦（⼩売料⾦）を通じて国⺠に転嫁
＋税⾦（国⺠負担）

l第2段階：電⼒⾃由化後の負担システム

• 総括原価⽅式の電気料⾦（⼩売料⾦）無し
→託送料⾦（送電線使⽤料）
＋税⾦（国⺠負担）



42出所：資源エネルギー庁（2016）「原⼦⼒損害賠償の備えに関する負担の在り⽅について」11⽉29⽇（第5回財
務会計ワーキンググループ、資料５）
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つまり

l国⺠が払っていない「ツケ」があると述べている。

lしかし、これは国⺠のツケではない。

l原発事故を起こした東京電⼒のツケである。

l今も、⼤事故の費⽤は国⺠が⽀払う仕組みになっている。電⼒
会社は⽀払うつもりはない。

43
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2. 原発と電⼒供給
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45出典：電⼒広域的運営推進機関(2019) 「2019年度供給計画の取りまとめ」3⽉
（https://www.occto.or.jp/pressrelease/2018/files/190329_kyokei_torimatome.pdf） p.7

https://www.occto.or.jp/pressrelease/2018/files/190329_kyokei_torimatome.pdf
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出典：電⼒広域的運営推進機関(2019) 「2019年度供給計画の取りまとめ」3⽉
（https://www.occto.or.jp/pressrelease/2018/files/190329_kyokei_torimatome.pdf） p.8

https://www.occto.or.jp/pressrelease/2018/files/190329_kyokei_torimatome.pdf


47出典：電⼒広域的運営推進機関(2019) 「2019年度供給計画の取りまとめ」3⽉
（https://www.occto.or.jp/pressrelease/2018/files/190329_kyokei_torimatome.pdf） p.10

https://www.occto.or.jp/pressrelease/2018/files/190329_kyokei_torimatome.pdf


48出典：電⼒広域的運営推進機関(2019) 「2019年度供給計画の取りまとめ」3⽉
（https://www.occto.or.jp/pressrelease/2018/files/190329_kyokei_torimatome.pdf） p.23

https://www.occto.or.jp/pressrelease/2018/files/190329_kyokei_torimatome.pdf


ベースロード電源としての原発は必要？

出所：⽇本原⼦⼒⽂化財団「原⼦⼒総合パンフレット2019」https://www.jaero.or.jp/sogo/detail/cat-01-02.html 49
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l 上のエネルギー基本計画の考え⽅は時代遅れになっている。

l 再エネ⼤量導⼊時代では、「ベースロード電源」という考え⽅は無くなっている。

1. 事前に、電⼒需要（電⼒消費量）を予測する。（1⽇前、1時間前、15分前など）

2. 事前に再⽣可能エネルギーによる発電量を予測する（1⽇前、1時間前、15分前など）。

3. そのスキマを⽕⼒等でまかなったり、電⼒会社間で調整する。

時代遅れの電⼒需給の考え⽅



出所：Agora Enegiewende (2013), 12 Insights on Germanyʼs Energiewende

バイオマス ⾵⼒
（陸上・洋上）⽔⼒ 太陽光

その他（⽕⼒等）

52

ドイツの実際の電⼒需給



⽇本の電源構成（全国、2016年4⽉28⽇〜5⽉4⽇）

53
出所：環境エネルギー政策研究所（https://isep-energychart.com/graphics/）

https://isep-energychart.com/graphics/


⽇本の電源構成（全国、2016年4⽉28⽇〜5⽉4⽇）

54
出所：環境エネルギー政策研究所（https://isep-energychart.com/graphics/）

https://isep-energychart.com/graphics/


⽇本の電源構成（全国、2020年4⽉28⽇〜5⽉4⽇）
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出所：環境エネルギー政策研究所（https://isep-energychart.com/graphics/）

https://isep-energychart.com/graphics/


⽇本の電源構成（全国、2020年4⽉28⽇〜5⽉4⽇）
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出所：環境エネルギー政策研究所（https://isep-energychart.com/graphics/）

https://isep-energychart.com/graphics/


再エネは電⼒安定供給に役⽴つ（2019年8⽉の電源構成、全国）

57
出所：環境エネルギー政策研究所（https://isep-energychart.com/graphics/）

https://isep-energychart.com/graphics/


中部エリアの電源構成（2020年4⽉28⽇〜5⽉4⽇）
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出所：環境エネルギー政策研究所（https://isep-energychart.com/graphics/）

https://isep-energychart.com/graphics/


中部エリアの電源構成（2020年4⽉28⽇〜5⽉4⽇）（その2）
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出所：環境エネルギー政策研究所（https://isep-energychart.com/graphics/）

https://isep-energychart.com/graphics/


スポット市場でのエリアプライス（中部電⼒、2020年4⽉28⽇〜5⽉
4⽇）
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3. 原発と電気料⾦
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原発再稼働と電気料⾦

62

l原発再稼働すると、電気料⾦は下がる。
• 関⻄電⼒は値下げを実施。（2017年8⽉1⽇により）

＝「原発ゼロ（原発廃⽌）すると、電気料⾦は上がる」？

→これは間違い。
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比べるべきは
原発保持（再稼働）と原発ゼロ（原発廃止）

原発再稼働原発ゼロ 原発再稼働準備状態

火力
燃料費

原発
維持費

原発
維持費

原発
燃料費

火力
燃料費

この分
安くなる

火力
燃料費

この分
安くなる

原発ゼロと原発再稼働、どちらの電気料金が安いかは、
電力会社によって違います。

購入

購入

購入

原発保持原発廃止
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4. 原発のこれから

64



原⼦⼒発電は瀕死の状態〜衰退・消滅へ

65

• ピークは1998年
• 事故後は40年前の⽔
準へ後退

→衰退・消滅へ

億kWh



原発は万⼈を不幸にする

l福島原発の事故処理

l原発の廃炉

l放射性廃棄物の処分

〜⻑期にわたる取り組み、莫⼤な費⽤

66



原⼦⼒発電にかかわった主体はみな不幸になっている

l⽴地地域住⺠

l都市住⺠

l電⼒会社

l原発メーカー

l国（経済産業省）

67



これからの原⼦⼒事業は後始末処理へ

l福島原発事故への対処
• 賠償、⽣活再建
• 廃⽌措置

l原⼦⼒発電所の廃⽌措置

l放射性廃棄物処分

原発継続、原発新設はありえない。
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原発ゼロ社会をつくる

l原発ゼロは可能（すでにほぼ原発ゼロ）
• 電⼒供給 原⼦⼒は不要

l原発ゼロ社会をつくることは、持続可能な社会の幕開けとなる。
• 経済 原発に伴う⾼い費⽤を負担しなくてよくなる。
• 社会 原発のリスクをこれ以上⾼めずにすむ。
• 将来世代へ 原⼦⼒発電の負の遺産をこれ以上増やさない。

→ 気候変動も、放射能汚染もない社会をつくる。
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原⼦⼒も⽯炭も持続可能性を阻害する
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原発事故
放射性廃棄物

温暖化
⼤気汚染

原⼦⼒ ⽯炭
？

？
どちらも環境を破壊する



⽯炭⽕⼒発電の推移〜温暖化対策に逆⾏
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• 1990年の4倍
• 2000年の2倍



⽯炭⽕⼒と原発は再エネ⼤量導⼊を妨げる
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課題 現状 ⽯炭・原発
調整⼒ ⾃然変動性電源（再エ

ネ）の拡⼤
出⼒調整が難しい/苦
⼿
→再エネの出⼒抑制

ベースロード電
源の影響

原発再稼働、⽯炭⽕⼒
増設によるベースロー
ド電源の確保

再エネ抑制につながる



原発と⽯炭、いずれもが環境破壊的
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⼈類社会

環境

原発 ⽯炭環境が維持されなければ、
⼈類社会は成⽴しない



⽯炭⽕⼒は利⽤できなくなる
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l⽯炭は資源量（賦存量）は多い。また、⽯油と違い中東に偏在していない。

lしかし、気候変動対策上、早晩使⽤できなくなる可能性が⾼い。

l⽯炭が使⽤できなくなると、⽯炭⽕⼒発電所を運転できなくなる。
• stranded assets（座礁資産）
• stranded capacity（座礁設備）

lパリ協定を契機に、⽯炭⽕⼒への投資を控える動き、さらに進んで、⽯炭
⽕⼒に関わる企業への投資が引きあげられる（ダイベストメント）の動き
がある。



野党から提出された原発ゼロ法案

l2018年3⽉9⽇、⽴憲⺠主党、共産党、⾃由党、社⺠党の4党が
原発ゼロ法案を国会に提出。

l内容
• 全ての原発の廃⽌
• 核燃料サイクルからの撤退
• 再処理⼯場廃⽌
• 原発輸出中⽌
• 2030年までに再⽣可能エネルギーの⽐率を50％以上に、2050年まで
に100％に。
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78出所：資源エネルギー庁（2017）「エネルギー情勢を巡る状況変化」8⽉30⽇（第1回エネルギー情勢懇談会資料1）

原発再稼働NO
原発ゼロは国⺠の

願い



まとめ
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l原発のコストは⾼い。

l電⼒供給⾯で、原⼦⼒発電は不要である。

l原発を再稼働しても、原発を廃⽌しても電気料⾦は下
がる。

l原発は万⼈を不幸にする。原発は国⺠に⽀持されてい
ない。




